
医師確保計画について

３ 策定時期等

○ 令和元年度中に策定し、令和２年度から５年度までの４年間が最初の計画期間。令和６年度以降は３年ごとに見直す。

（青森県保健医療計画：平成３０年度～令和５年度までの６年間）

○ 協議の場として、地域医療対策協議会を活用。

１ 背景

○ 依然として解消が図られていない地域間の医師偏在について、医師数の多寡を統一的・客観的に把握するための医師偏在指標を

算出して医師多数区域・医師少数区域を設定し、医師少数区域等においていかに医師を確保するかについて集中的な検討を可能と

することで医師偏在の解消につなげる。

４ 医師確保計画のガイドラインの内容

（１）医師確保計画の作成

① 医師偏在に関する情報の可視化

・医師偏在を統一的・客観的に把握するため、医師数の多寡を
※１医師偏在指標として可視化。

標準化医師数

（地域の人口／１０万）×地域の標準化受療率比

※１ 外来医師偏在指標と同様、医療ニーズ及び人口構成とその変化、患者の流出入、へき地等の地理的条件、医師の性別・年齢分布、医師偏在の

種別の５要素を考慮して算定されたもの。

２ 策定根拠

○ 医療法第30条の４第１項に規定する医療計画に定める事項として、従来の「医療従事者の確保に関する事項」から医師に関する

部分のみを抜き出し、新たに、「医師の確保に関する次に掲げる事項」（以下、「医師確保計画」という。）が追加された。（平成31年４月

１日施行）

医師偏在指標 ＝

参考４

二次医療圏名 医師偏在指標

ー 全国 238.6
45 少数 青森県 172.9
72 多数 津軽地域 238.8
185 青森地域 172.9
217 下北地域 164.6
224 少数 八戸地域 162.2
317 少数 上十三地域 122.4
325 少数 西北五地域 116.6

順位

青森県医師確保計画の策定について

４ 医師確保計画のガイドラインの内容（続き）

② 医師多数区域、医師少数区域、医師少数スポットの設定

・医師偏在指標の上位33.3%を医師多数区域、下位33.3%を医師少数区域と設定。医師少数区域以外においても、局所的に医師が

少ない地域を医師少数スポットとして各都道府県が設定し、区域分類に応じて具体的な医師確保対策を協議・実施する。

県内の医師多数区域：津軽地域 医師少数区域：八戸地域、西北五地域、上十三地域

③ 医師確保の方針

・医師少数都道府県及び医師少数区域は、医師の増加を医師確保の方針の基本とする。

・偏在是正の観点から、医師の少ない地域は医師の多い地域から医師の確保を図る。

・現在時点の医師不足には短期的施策で対応し、将来時点の医師不足には短期的施策と長期的施策を組み合わせて対応する。

（２）産科医師確保計画・小児科医師確保計画の作成

産科・小児科については、政策医療の観点、医師の長時間労働となる傾向、診療科と診療行為の対応も明らかにしやすいことから、

暫定的に産科・小児科における医師偏在指標を示し、それぞれ産科医師確保計画、小児科医師確保計画を策定する。

標準化産科・産婦人科医師数 標準化小児科医師数

分娩件数 ÷ 1000件 （地域の年少人口／１０万）×地域の標準化受療率比

（３） 医師確保計画の効果の測定・評価

・計画の効果測定・評価結果は、計画期間開始時の医師偏在指標と、 ※２目標医師数から算出される医師偏在指標上の目標値を

比較して評価し、結果を地域医療対策協議会において協議する。

産科医師偏在指標 ＝ 小児科医師偏在指標 ＝

※２ 当該医療圏の計画終了時点の医師偏在指標が計画開始時点の下位33.3％に相当する医師偏在指標に達するために必要な医師の総数。
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青森県医師確保計画の策定について

５ 医師確保計画の構成（案）

第１章 計画の基本的な考え方

１．計画作成の趣旨 ２．計画の位置付け ３．計画期間 ４．計画の全体像 ５．留意事項

第２章 医師偏在指標及び医師少数区域・医師多数区域

１．医師偏在指標とは

２．医師少数区域・医師多数区域とは

３．医師偏在指標及び医師少数区域・医師多数区域の設定について

４．三次医療圏

５．二次医療圏

〇 産科における医師確保計画

１．医師偏在指標及び相対的医師少数区域について

２．医師偏在指標の算定基礎 ３．三次医療圏

〇 小児科における医師確保計画

１．医師偏在指標及び相対的医師少数区域について

２．医師偏在指標の算定基礎 ３．三次医療圏

６ 策定に向けた基本的な考え方

○ 本県の二次医療圏において、医師偏在指標の下位33.3％に該当する「医師少数区域」は八戸地域、西北五地域、上十三地域。

○ 医師偏在指標の設定に当たっての患者の流出入については、国が持つ調査結果がすでに指標に反映されていることや、

1000人/日未満の流出入は調整する必要が無いとガイドラインQ&Aに示されていることから、都道府県間調整は行わない。

○ 地域医療対策協議会で医師確保計画素案を提示し協議を行うとともに、パブリックコメント及び医療審議会で意見聴取を経て策定。

医師確保計画 外来医療計画

医療法に定める
協議の場

地域医療対策協議会
で協議

地域医療構想調整会議
で協議

備考
地域医療構想調整会議

へ情報提供
地域医療対策協議会

へ情報提供

（本県の対応）
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